
様式１

一般会計

平成２５年度予算見積額 71,638,161 千円

平成２４年度当初予算額 64,874,124 千円

差 引 増 減 額 6,764,037 千円

対 前 年 度 比 率 110.4 ％

流域下水道事業特別会計

平成２５年度予算見積額 1,393,065 千円

平成２４年度当初予算額 1,538,280 千円

差 引 増 減 額 -145,215 千円

対 前 年 度 比 率 90.6 ％

港湾整備事業特別会計

平成２５年度予算見積額 1,404,326 千円

平成２４年度当初予算額 1,028,015 千円

差 引 増 減 額 376,311 千円

対 前 年 度 比 率 136.6 ％

平成２５年度土木部予算見積総括表

（注）上記には、一般職の人件費を含まない。



平成２５年度土木部当初予算のポイント 
 

 

 

土木部では、県民の皆様が将来に希望をもって暮らせる県土づくりに貢献し、県勢浮揚に結び付ける

ため、以下の基本的な考え方で予算の見積を行った。 

 

① 事業のプライオリティを明確にし、透明性を確保して効率的に事業を行う。 

② 地域の課題に効果的に対応するため、地域の実情に合った整備を進める。 

③ 既存インフラの有効活用と長寿命化のため、計画的な維持管理を行う。 

④ 雇用の創出、産業の育成、地域振興のための事業を進める。 

⑤ 南海地震対策の加速化と抜本的な強化を行う。 

 

    ※見積額は、南海トラフ巨大地震対策の推進経費等（8,751百万円）を含んだ金額 

         ・南海トラフ巨大地震対策の推進経費   3,999百万円 

         ・限り経費等加算経費          4,752百万円 

 

 

 ○一般会計（一般職の人件費を除く）                            （単位：百万円） 

項目 25年度 24年度 増減（伸率） 

土木部予算 71,638 64,874 ＋ 6,764（1.10） 

 経常的経費 19,273 17,853 ＋ 1,420（1.08） 

投資的経費 52,365 47,021 ＋ 5,344（1.11） 

 

普通建設事業費 50,519 44,514 ＋ 6,005（1.13） 

 

一般公共事業 28,120 28,227 △   107（1.00） 

国直轄負担金 7,679 6,540 ＋ 1,139（1.17） 

単独事業 14,215 9,399 ＋ 4,816（1.51） 

その他 505 349 ＋  156（1.45） 

災害復旧 1,845 2,506 △   661（0.74） 

※四捨五入の関係で計数が合わない場合がある。 

 

○特別会計                                       （単位：百万円） 

項目 25年度 24年度 増減（伸率） 

流域下水道事業       1,393       1,538 △   145（0.91） 

港湾整備事業           1,404           1,028 ＋   376（1.37） 

※四捨五入の関係で計数が合わない場合がある 
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インフラの充実と有効活用                      〔 〕はＨ２４予算額，（ ）は増減額 

①産業振興や安全・安心に繋がるインフラ整備 

・産業振興を支援する道路整備の推進など    8,791百万円〔7,156百万円(＋ 1,635百万円)〕 

 （地域経済の活性化を図るため国道195号や安田東洋線など41箇所において、地域拠点などへ

のアクセス道路を整備） 

・８の字関連道路の整備等           4,739百万円〔4,741百万円(△   2百万円)〕 

 （国直轄道路整備及び県の行うインター線の整備など）※所要額を計上  

・和食ダム建設事業                           330百万円〔   807百万円(△ 477百万円)〕 

 （ダム堤体工事に着手）※所要額を計上 

 

②地域生活（中山間）の安全・安心の確保に直結するインフラ整備等 

・道路防災対策               4,241百万円〔3,574百万円(＋  667百万円)〕 

 （橋梁の耐震補強や落石対策などの道路の防災対策事業） 

・１．５車線的道路整備事業          3,269百万円〔3,675百万円(△  406百万円)〕 

 （県内96箇所において、地域の実情に応じた道路を整備） 

・地域の安全安心推進事業            1,600百万円〔1,600百万円(  増減なし )〕 

     （地域住民の生活に密着した身近な公共施設の維持修繕に、土木事務所長の判断で迅速かつ

柔軟に対応する事業） 

・通学路の交通安全対策             1,148百万円〔 576百万円(＋ 572百万円)〕 

     （通学路の緊急合同点検で要対策箇所に位置付けされた箇所における歩道整備などの交通安

全対策事業） 

・せいかつのみち整備事業           400百万円〔  400百万円(   増減なし  )〕 

 （地域に密着した道路の小規模改良事業） 

 

③既存インフラの有効活用 

・道路施設の長寿命化修繕等(再掲)       698百万円〔  654百万円(＋   44百万円)〕 

 （長寿命化修繕計画に基づく橋梁修繕、舗装の修繕計画策定等） 

・河川施設の長寿命化修繕等          284百万円〔   74百万円(＋  210百万円)〕 

 （香宗川水門など７箇所で実施） 

・港湾施設の長寿命化計画策定         63百万円〔   65百万円(△    2百万円)〕 

 （久礼港など５箇所の長寿命化計画を策定） 

・高知新港の利活用促進のための取組          67百万円〔   21百万円(＋   46百万円)〕 

（高知新港振興プラン推進事業、高知新港コンテナ利用促進事業費補助金等） 

・姉妹港交流促進事業             19百万円〔  6百万円(＋  13百万円)〕 

 （海外との経済交流、ＩＮＡＰ高知会議） 

・都市公園施設の整備             388百万円〔  580百万円(△  192百万円)〕 

 （ねんりんピックの開催や公認を維持するための施設の改修等）  

・高知桂浜道路の利活用           3,523百万円〔    0百万円(＋3,523百万円)〕 

（無料化に伴う、道路公社の解散に要する建設債務の償還） 

 

 

Ⅱ ５つの基本政策に基づく県づくり 
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○加速化と抜本的な強化      8,726百万円〔 5,332百万円(＋ 3,394百万円)〕 

①住宅の耐震対策               446百万円〔 253百万円(＋  193百万円)〕 

 （耐震改修予定棟数を1000棟に増（←H24当初800棟）、30万円上乗せ補助の継続、老朽住宅の

除却を補助対象に追加） 

②緊急輸送道路における橋梁の耐震補強(再掲)  524百万円〔  437百万円(＋   87百万円)〕 

 （本川大杉線下川橋他１橋など10箇所）  

③緊急輸送道路等における道路法面対策(再掲)  403百万円〔  371百万円(＋   32百万円)〕 

 （国道441号(岩間～久保川)など10箇所で実施）  

④道の駅防災拠点化事業                       52百万円〔   10百万円(＋   42百万円)〕 

 （道の駅の防災拠点化整備）  

⑤緊急輸送道路確保計画の基礎資料策定等        80百万円〔    45百万円(＋  35百万円)〕 

 （緊急輸送道路における津波による落橋箇所の抽出、防災点検再調査、および緊急輸送道路

啓開計画の素案策定）  

⑥重要港湾３港の地震・津波対策       1,159百万円〔 1,099百万円(＋ 60百万円)〕 

  （国直轄事業による防波堤整備、交付金事業による須崎港海岸の堤防改良） 

⑦高知港海岸の地震・津波対策         819百万円〔 462百万円(＋  357百万円)〕 

 （浦戸湾内の海岸堤防耐震補強等） 

⑧高知海岸等の地震・津波対策        1,822百万円〔   －    (    皆増   ) 〕 

 （国直轄事業による耐震補強、交付金事業等による耐震補強） 

⑨海岸保全施設の改修による津波対策           593百万円〔  323百万円(＋  270百万円)〕 

 （交付金事業による奈半利港海岸などの堤防・水門等の耐震補強）  

⑩海岸陸こう常時閉鎖推進事業                  52百万円〔   94百万円(△ 42百万円)〕 

 （陸こうの施錠等による常時閉鎖）  

⑪防災拠点港地震・津波対策検討調査等         26百万円〔   35百万円(△   9百万円)〕  

 （海からの緊急輸送ルート確保のための方針検討）  

⑫県管理河川の地震・津波対策        1,245百万円〔1,040百万円(＋  205百万円)〕 

 （国分川などの堤防の耐震対策、下田川など排水機場の耐震化） 

⑬国管理河川(直轄区間)の地震・津波対策     83百万円〔 144百万円(  △61百万円)〕 

 （国直轄事業による堤防・水門等の耐震化）※H25完了予定 

⑭南海地震対策の整備方針・整備計画の策定    15百万円〔  30百万円（ △15百万円）〕 

 （地震対策を河川整備計画に追加するための調査等） 

⑮地震急傾斜地崩壊対策             707百万円〔  560百万円(＋  147百万円)〕 

 （津波避難路、防災拠点・緊急輸送路） 

⑯浦戸湾東部流域下水道の耐震対策        329百万円〔  196百万円(＋  133百万円)〕 

 （管理棟・管廊の耐震化など） 

⑰県内下水道の地震・津波対策          3百万円〔   －   （     皆増    ）〕 

  （下水道地震・津波対策検討事業、ガイドライン作成） 

⑱総合防災拠点施設の整備           62百万円〔   －   （     皆増    ）〕 

     （室戸広域公園の屋内運動場設計調査） 

⑲地域防災力維持確保推進対策             3百万円〔    2百万円(＋   1百万円)〕 

 （地域防災力維持確保推進事業、建設業ＢＣＰ策定推進事業） 

⑳庁舎等の地震対策関連事業            231百万円〔 131百万円(＋  100百万円)〕 

 （庁舎の耐震診断・監理委託・工事）  

㉑衛星携帯電話用アンテナ設置・電話更新    26百万円〔   －  （  皆増  ）〕 

 （衛星携帯電話用の屋外アンテナ及び屋内配線設置） 

㉒その他の南海地震対策関連事業          46百万円〔  21百万円(＋   25百万円)〕 

（高台移転検討経費、被災宅地危険度判定士養成、建築物応急危険度判定士養成、住宅津波

浸水対策モデル事業等、公園施設の耐震点検・ガラス飛散対策等） 

道路 

住宅 

港湾 

海岸 

河川 

砂防 

下水 

公園 

総合 

南海トラフ巨大地震対策 
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＜見直し事業＞ 
 
◆住戸改善推進事業費 
 （住宅課） 
 35,900千円（うち(一)35,900千円） 
 ・事業概要：県営住宅の全面的改善等 
 
◆地方特定道路整備事業費 
 （道路課）  
 30,000千円（うち(一)30,000千円） 
 ・事業概要：小規模な道路整備 
  
   
 
 
 
 

   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        ＜課題解決先進事業等＞ 
 
◆街づくり促進事業費（住宅課） 42,600千円（うち、（一）42,600千円） 
  ・事業概要：中心市街地の活性化等を促進するため、民間事業者が実施す 
   る帯屋町二丁目地区（ダイエー跡地）の整備事業を支援する高知市に対 
   する補助を行う。 
  ・解決すべき課題：中心市街地の定住人口の減少や商業の停滞等 
  ・見込まれる成果：定住人口の増加等による中心市街地の活性化、優良な 
   建築物の整備による土地の合理的かつ健全な高度利用と良好な市街地 
   環境の形成。 
 
◆健康・省エネ住宅推進事業費（住宅課） 12,500千円（うち、（一）11,250千円） 
  ・事業概要：市町村が行う健康・省エネモデル住宅の整備に要する費用や、 
   住宅の健康・省エネデータ測定を前提とした健康・省エネ住宅へのリ 
   フォーム工事に要する費用の一部を補助 
  ・解決すべき課題：健康・省エネ住宅の認知度向上 
  ・見込まれる成果：健康・省エネ住宅の普及 
 
◆道路維持管理費（道路課）  45,000千円（うち、(一)45,000千円） 
  ・事業概要：観光地を結ぶ主要ルートの防草処理を行い、沿道の良好な景 
   観を維持。（管理水準を上げる） 
  ・解決すべき課題：観光ルートとしてのより良い道路環境の提供 
  ・見込まれる成果：防草処理により、常に良好な景観を維持し、観光に寄与 
 

見直し 

土木部 

Ｎｅｗ 

様式２ 

＜新規事業＞ 
◆ポートセールス推進事業費 
 （港湾振興課） 
 23,227千円（うち（一）23,227千円） 
・事業概要 
①高知新港利用荷主等に対する助成 
 制度の拡充 
②大型外国客船の誘致促進 
（シャトルバスへの助成） 
（客船寄港歓迎行事等業務委託） 
◆高知新港振興プラン推進事業費 
（港湾・海岸課） 
 33,000千円（うち（一）33,000千円） 
・事業概要：高知新港振興プラン推進 
 実施計画委託業務 

 
 

4




